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平成 27 年４月 13 日 

各 位 

会 社 名  株 式 会 社 ニ フ コ 

代 表 者 名 代表取締役社長兼最高執行責任者 山本 利行 

（ コ ー ド 番 号 7 9 8 8  東 証 第 一 部 ） 

問 合 せ 先 常務執行役員 財務・経理部長 本多 純二 

（ T E L     0 3 - 5 4 7 6 - 4 8 5 3 ） 

 

 

 

第三者割当による 2020 年満期第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 

（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）の発行に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成 27 年４月 13 日開催の取締役会（以下「本取締役会」といいます。）において、第三者

割当による第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約

付）（以下「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株

予約権」といいます。）（額面金額総額 200 億円）の発行を決議致しましたので、下記の通りお知らせ致

します。 

 

 

記 

 

１. 募集の概要 

（１） 払 込 期 日 平成 27 年４月 30 日 

（２） 新株予約権の総数 200 個 

（３） 
社債及び新株予約権の 

発 行 価 額 

本新株予約権付社債：額面 100,000,000 円につき 100,500,000 円 

本新株予約権：本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しません。 

（４） 
当該発行による 

潜 在 株 式 数 

転換価額が未定のため、算出しておりません。決定次第お知らせ致します。

（５） 資 金 調 達 の 額 20,100,000,000 円 

（６） 転 換 価 額 

転換価額は、当初、当社の代表取締役社長兼最高執行責任者山本利行が、

本取締役会の授権に基づき、本取締役会開催日又はその翌日（いずれも日

本時間）に、平成 27 年４月 13 日の株式会社東京証券取引所（以下「東京

証券取引所」といいます。）における当社普通株式の普通取引の終値の 120％

以上で、市場動向等を勘案して決定致します。 

（７） 割 当 予 定 先 第三者割当により全額を Credit Suisse International に割り当てます。 

（８） 利率及び償還期日 
利率：0.00％ 

償還期日：平成 32 年４月 30 日 

（９） 償 還 価 額 額面 100,000,000 円につき 100,000,000 円 

（10） そ の 他 

 転換制限条項と現金決済条項が付されております。 

 割当予定先が第三者割当により本新株予約権付社債の発行を受けた

後、本新株予約権付社債については、その買取権（以下「コールオプ

ション」といいます。）が海外機関投資家に売却される旨の説明を割当

予定先から受けております。 
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２. 本新株予約権付社債の発行の目的及び理由 

（１）資金調達の主な目的、背景 

当社は、1967 年に日英物産と米国の ITW 社との合弁により設立され、以降工業用プラスチックファス

ナーの開発・生産を中心に事業展開を進めてまいりました。「軽い」「錆びない」「さまざまな形に加工

出来る」といったプラスチックの持つ特性を活かし、自動車・家電製品の軽量化に貢献するとともに生

産ラインでの作業性の向上やコストダウンにも多大なる影響を与えてまいりました。 

今日では、製品のバリエーションも多岐に亘り、自動車分野では燃料系部品、省エネや環境対策を目

的とした製品、住宅設備分野においては当社独自の機構技術を住宅の扉等に応用し使い勝手の向上を目

指した製品等の開発が求められております。 

また、当社は、1983 年に台湾に進出して以来、北米、アジア、ヨーロッパに海外展開を行っており、

現在では、16 ヵ国に拠点を設けております。近年は、中国等の経済成長が著しい新興国で、拠点の設立

や設備の増強を行っており、日系メーカーだけでなく、現地メーカーとの取引も拡大しております。 

しかしながら、足元の事業環境は必ずしも楽観視できる状況にはないと考えております。国内の自動

車生産台数は長期的傾向としては減少することが予想され、車種構成も軽自動車、コンパクトカーの割

合の増加による１台当たりの部品数の減少傾向が続いており、急激に好転することも予想しにくい状況

です。一方、グローバルな観点では需要は急激に伸びており、今後もこの傾向は続くと思われます。そ

の様な環境下、日本の位置づけも大きく変わってくるものと思われます。商品開発からお客様にお届け

するまで、高い競争優位性・生産性でニフコグループが持続的に成長する牽引役としての体制作りが今

後の生き残りのため不可避であり、こうした課題にいち早く取組み、着実に実行することが求められて

いるものと考えております。 

かかる環境下において、2013 年にドイツ、ゾーリンゲンにある自動車向けプラスチック商品メーカー

でインテリア関係に強みを持ち、設計・開発から製造まで一貫して事業を行い、欧州自動車メーカーを

主な顧客とする KTS Group を、2014 年にドイツ、バイセンブルグにある自動車向けプラスチック商品メ

ーカーでインテリア関係に強みを持ち、欧州自動車メーカーを主な顧客とする KTW Group を買収・子会

社化し、グローバル化が進む欧州系自動車メーカーへの製品供給や、当社グループの販売網を通じた欧

州域外における新製品の拡販を積極的に推進しております。（なお、当社グループにおけるドイツ拠点

の経営の合理化・効率化を図るため、2014年 12月 31日をもって当社100%出資の連結子会社であるNifco 

Germany GmbH が、KTW 及びそのグループ会社を吸収合併しております。） 

これらの積極策が貢献し、2013 年度からの３ヵ年中期経営計画では、目標とする財務計画（2015 年

度連結売上高 1,650 億円、連結営業利益 165 億円、連結営業利益率 10%、連結 ROE 10％）のうち、連結

売上高及び連結 ROE に関しては前倒しで達成することができました。また、利益面に関して、連結営業

利益は 2015 年３月期中に達成を見込んでおりますが、連結営業利益率は僅かながら未達となる見込み

です。そのため、連結営業利益率については、次期計画の本格的な遂行まで、旧中期経営計画における

重点施策である「収益性を高めるための生産、開発力強化」、「海外での更なる成長」、「地域単位での効

率経営」、「投資効率改善による株主還元強化」のうち、特に「収益性を高めるための生産、開発力強化」

及び「地域単位での効率経営」を当面の間踏襲することで補完してまいります。かかる施策の一環とし

て、平成 27 年２月９日の当社開示資料「国内事業の競争力強化について」において国内生産拠点にお

ける生産体制の再編及び効率化を公表しております。 

また、現在、新規の中期経営計画の策定に取り組んでいる最中でございますが、上述の事業環境を考

慮すると、既達成の連結売上高及び ROE についても、継続的な向上に努める必要性があるものと考えて

おります。かかる戦略の実行のため、当社の主要事業である合成樹脂成形品事業の収益拡大を目指し、

KTS 及び KTW が持つ欧州自動車メーカーへの販売ネットワークを活用してまいります。具体的には、KTW

の主要顧客であるドイツ系自動車メーカーの北米進出に合わせて利便性の高い地域における新規生産

拠点を設立することで当社商品の製造から販売までの供給サービスを充実させ受注拡大を図ります。ま

た、各海外地域において当社の事業を取り巻く環境として、北米に関しては、好調な経済動向を受け日

系自動車メーカーの需要増加が引き続き見込まれています。欧州においては、米国自動車メーカー向け

に引き続き受注が見込まれます。さらに、アセアンでは、タイを中心に日系自動車メーカーの大幅な新

規受注が見込まれています。これらの成長機会を確実に捕捉できるよう、現地で展開している自動車メ



 

 

本報道発表文は、当社の第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発行に際して一般に公表するための記者発表文であ

り、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。また、本報道発表文は、米国を含むあらゆる地域における同社債の

募集を構成するものではありません。米国1933年証券法に基づいて同社債の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、

米国において同社債の募集又は販売を行うことはできません。米国において証券の募集又は販売が行われる場合には、米国1933

年証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いられます。なお、本件においては米国における同社債の募集又は販売は行わ

れません。 

3 
 

ーカー向けの供給体制を強化、拡大するために、当社は北米・欧州・アセアン等の地域において、継続

的に生産設備を増強することで全体的な海外生産能力を高める必要があると考えております。一方、国

内においては、自動車生産台数が、長期的傾向として減少トレンドにあります。かかる状況に対応する

ために国内の事業競争力を一層強化していかなければなりません。具体的な施策として生産体制の再編

を進めており、宇都宮工場を閉鎖し山形工場へ移管する計画があります。その為、山形工場の生産設備

増強を行う必要があります。生産の集約化を通してコスト効率を高めつつ、国内顧客向けの製品供給体

制を強化し、国内販売においても更なる収益向上を図りたいと考えております 。また、国内外を問わ

ず、当社製品の質の向上及び海外競合メーカーに対する技術的な差別化の創出や新商品を開発する研

究・開発環境を強化するため、継続的に資金を投下してまいります。海外企業買収・子会社化による成

長への機運を逃さないため、及び海外の需要動向を機敏に捕捉するために、これらの積極的な施策を今

後２年間という短い期間で機動的に実施することに鑑み資金調達を行う結論に至りました。 

併せて、本日付「自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ」において記載の通り、当社は自

己株式取得を決議致しました。本自己株式取得は、当社の資本効率性の一層の向上、及び従来の持続的

な配当に加えた既存株主の皆様への株主還元策の強化に資するものと考えております。また、本新株予

約権付社債は、利払いの必要がないゼロクーポンで発行されるため、金利コストの最小化を図りつつ、

時価を上回る転換価額を設定することで、既存株主の皆様の利益に配慮しております。 

かかる施策の実行のための機動的な資金を確保すべく、今般、本新株予約権付社債の発行を決議致し

ました。 

当社は引き続き、創立以来の基本理念である、事業活動を通じた「株主への利益還元」「社会への貢

献」「社員の成長と幸福」に基づき、「利益拡大」「顧客志向」及び「無限の創造性」をキーワードに自

動車部品を主力製品とするプラスチック精密機能部品の分野における世界 No.１企業としてグローバル

な成長を目指すことを基本方針として成長を継続的に推進することで更なる企業価値の向上を目指す

と共に、お客様のグローバルなニーズに適確に対応できるよう、当社グループを挙げて世界的な販売ネ

ットワークの強化、開発・生産能力の向上に努めてまいります。 

 

【本スキーム（新株予約権付社債発行及び自己株式取得）の狙い】 

本新株予約権付社債は、利払いの必要がないゼロクーポンで発行されるため、金利コストの最小化を

図った資金調達が可能となります。また、時価を上回る転換価額の設定に加えて、130％転換制限条項

（注記１）及び現金決済条項（注記２）が付されており、希薄化抑制を重視した負債性の高い設計とし

ております。かかる希薄化抑制により、既存株主の皆様の利益に最大限配慮しております。 

また、自己株式取得に関しては、本調達の一部を自己株式の取得に充当することにより、株主資本利

益率（ROE）や一株当たり利益（EPS）といった資本効率性の一層の向上を見込んでおります。これによ

り、既存株主の皆様への株主還元強化を実施致します。 

当社は、今後も事業戦略及び財務戦略の両面から、株主価値の向上に向け取り組んでまいります。 

上記の本新株予約権付社債発行と自己株式取得の実施を通じた資本効率性の向上については、下記の

イメージ図をご参照下さい。 
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CB

負債

資本

負債

資本

自己株式取得

CB

負債

資本

①

②

① 負債の増加 〔CBによる負債性の低利資金調達〕

− ゼロクーポン

− 高い転換価額

− 転換制限条項

− 現金決済条項

② 資本の減少 〔自己株式取得による資本の減少〕

自己株式取得後
––––––––––––––––

CB発行後
––––––––––––––––

当初
––––––––––––––––

本新株予約権付社債（CB）発行と自己株式取得の概念図

①及び②の実施により見込まれる効果

− 負債増加、資本減少による資本コストの低減

− 資本減少による株主資本利益率（ROE）向上

− 自己株式取得による一株当たり利益（EPS）の増加

 
 

 

注記１【転換制限条項について】 

株価が転換価額の一定水準を一定期間上回らない限り、投資家が新株予約権を行使できない条項をい

います。 

本新株予約権付社債においては、原則として、各四半期の最終 20 連続取引日において、当社普通株

式の終値が当該四半期の最終取引日の転換価額の 130％を超えた場合に限って、投資家は翌四半期にお

いて新株予約権を行使することができます。但し、平成 32 年１月 30 日以降は、いつでも新株予約権の

行使が可能となります。 

 

注記２【現金決済条項について】 

本新株予約権付社債には、会社法に基づき、当社が下記の財産の交付と引き換えに本新株予約権付社

債を取得する権利が付されています。具体的には、当社は、自己の裁量により、平成 32 年１月６日以

降、一定期間の事前通知を行った上で、各本新株予約権付社債につき(i)額面金額の 100％に相当する金

銭及び(ii)転換価値（※１）から本社債の額面金額相当額を差し引いた額（正の数値である場合に限り

ます。）を１株当たり平均 VWAP（※２）で除して得られる数の当社普通株式を交付財産として、残存す

る本新株予約権付社債の全部を取得することができます。 

 

・転換価値（※１）： （額面金額÷最終日転換価額）×１株当たり平均 VWAP 

・最終日転換価額： １株当たり平均 VWAP の計算期間の最終日の転換価額 

・１株当たり平均 VWAP（※２）： 当社が取得通知をした日の翌日から５取引日目の日に始まる 20 連

続取引日に含まれる各取引日において株式会社東京証券取引所が

発表する当社普通株式の売買高加重平均価格の平均値 
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下記は、現金決済条項の概念図です。 

 

交付財産＝（i）＋（ii）

（i） 交付現金

額面金額（100%）

（ii） 交付株式

（転換価値－額面金額）÷1株当たり平均VWAP

1株当たり
平均VWAP

交付財産

社債額面金額

転換価額

（ii） 交付株式の価値

（i） 交付現金

交付株式数×
1株当たり平均VWAP

株価

  
 

 

 

下記は、転換制限条項と現金決済条項を組み合わせた概念図です。 

 

株価推移（イメージ）

転換制限条項による転換制限領域

転換可能領域

期間

株価

転換可能価額

条件決定時
株価

転換プレミアム

130%転換
制限条項

転換価額

償還期日
3ヶ月前

||
転換制限解除

償還期日
4ヶ月前

満期
平成32年
4月30日

取得可能期間

 
 

※上記の株価変動はイメージであり、当社の株価の動きを予測又は保証するものではありません。 
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（２）本新株予約権付社債を選択した理由及び本新株予約権付社債の特徴 

本新株予約権付社債の発行に際しては、資金調達の機動性や既存株主への配慮、資本効率の向上とい

った観点から、複数の金融機関からの提案を吟味した上で、調達手法と発行形態に関して慎重に検討を

重ねてまいりました。その結果、以下の特徴を有する本新株予約権付社債の第三者割当を通じた発行が

本資金調達の目的に合致し、現時点における最良の選択肢であると判断致しました。 

 

① 本新株予約権付社債の発行以外の調達手段についても複数検討致しましたが、以下の理由から、選

択肢から除外致しました。 

(ア) 当社は、事業上のリスク対策として、売上高の概ね２ヶ月から３ヶ月程度の手元現預金を運

転資金バッファの目安としており、現状における余剰自己資金を検討した上で、３.（２）「調

達する資金の具体的な使途」に記載する必要資金に充当するには不足するものと判断致しま

した。 

(イ) 公募増資、第三者割当増資等による普通株式の発行は、株式価値の希薄化を一時に引き起こ

し、既存株主の利益を大きく損なう恐れがあることや、配当コスト、当社の株主資本の現時

点での十分性等に鑑み、選択肢として適切ではないと判断致しました。 

(ウ) 普通社債の発行は、金利負担が発生し、本新株予約権付社債の発行と比べて金利コストが高

いと判断致しました。 

(エ) 金融機関からの借入は、金利負担が発生し、本新株予約権付社債の発行と比べて金利コスト

が高いと判断致しました。 

② 一方で、本新株予約権付社債は、①に記載した他の調達手段との比較において、以下のメリットが

あると判断し、調達手段として採用致しました。 

(ア) 本新株予約権付社債については、利払いの必要がないゼロクーポンで発行されるため、金利

コストの最小化を図った資金調達を行うことが可能であること。 

(イ) 本新株予約権付社債に時価を上回る適正な水準に転換価額を設定することで、発行後の一株

当たり利益の希薄化を抑制する効果が期待されること。 

(ウ) 本新株予約権付社債は、転換制限条項を付することで普通株式への転換可能性を抑制し、ま

た現金決済条項（取得条項）を付することで希薄化を最小限に抑えることを企図しており、

既存株主の皆様の利益保護に配慮した負債性の高い設計であること。 

(エ) 本新株予約権付社債の発行に伴い、割当予定先がコールオプションを売却する予定の海外機

関投資家が、当社株式のヘッジ売りを実施する場合であっても、当社が行う自己株式取得に

対して応募することが期待でき、ヘッジ売りによる株価下落影響について、その全て又は一

部を吸収することができること。 

③ その上で、新株予約権付社債の他の発行形態との比較において以下のメリットがあると判断し、発

行形態として第三者割当を採用致しました。 

(ア) 国内市場での新株予約権付社債の公募発行は、マーケティング期間の長さ等から条件決定ま

でに相当程度の株価変動リスクが想定されること。 

(イ) ユーロ市場での新株予約権付社債の一般募集による発行は、監査済英文財務諸表を含む英文

目論見書の作成が必要となり、第三者割当による場合に比べて準備作業と費用の面で発行の

機動性と効率性を損なうこと。 

(ウ) 第三者割当を通じた新株予約権付社債の発行は、割当予定先から海外機関投資家への本新株

予約権付社債のコールオプションの売却と併せて、現在の市場環境下では十分な需要が見込

め、また、準備作業と費用の面で発行の機動性と効率性が最も高いこと。 

 

 

３. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 20,100,000,000 円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 25,000,000 円 
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③ 差 引 手 取 概 算 額 20,075,000,000 円 

（注） 1. 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 
2. 発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士費用、登記費用、取引所費用、財務代理人費用、

第三者評価機関による価値算定費用等であります。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途  

具体的な使途 概算金額（百万円） 支出予定時期 

① 

株主資本利益率(ROE)及び一株当たり利益(EPS)の

向上を通じた既存株主が保有する当社株式価値増

加を目的とした取得上限を 80 億円とする自己株式

取得のための資金 

約 8,000 百万円 
平成 27 年４月から 

平成 27 年７月まで 

② 

合成樹脂成形品事業の収益拡大戦略としてドイツ

系自動車メーカーの北米工場への納入対応や更な

る拡販を目指し、北米に生産拠点を新設する資金 

約 3,700 百万円 
平成 27 年４月から 

平成 29 年 12 月まで 

③ 

同じく合成樹脂成形品事業の収益拡大戦略として

更なる成長が見込める北米・欧州・アセアン等の生

産設備強化のための資金 

約 4,175 百万円 
平成 27 年４月から 

平成 27 年 12 月まで 

④ 
国内の合成樹脂成形品事業における生産体制の再

編による山形工場への生産設備の増強資金 
約 2,500 百万円 

平成 27 年４月から 

平成 27 年 12 月まで 

⑤ 

中長期的な収益の拡大や競争力のアップの為に新

技術・新製品の研究開発及び解析・評価を行うため

の試験設備の資金 

約 1,700 百万円 
平成 27 年６月から 

平成 28 年３月まで 

合計 約 20,075 百万円 － 

（注） １. 調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理致します。 

 

２. 自己株式取得に関しましては、平成 27 年４月 13 日開催の取締役会において、本新株予

約権付社債の発行決議と同時に、取得株式の総数の上限を 2,000,000 株、取得価額の総

額の上限を 8,000 百万円、取得期間を平成 27 年４月 14 日から平成 27 年７月 13 日（但

し、平成 27 年４月 23 日から平成 27 年４月 30 日までの期間を除く。）とする自己株式取

得枠の設定を決議しております。 

なお、本新株予約権付社債の払込期日以前に自己株式を取得した場合は、本新株予約権

付社債の発行による発行手取金を当該自己株式取得のために取り崩した手元資金に充当

する予定です。また、自己株式の取得は市場環境等を勘案して行うため、買付株式の総

数及び買付金額の総額が上記の上限に達しない可能性があります。その場合、上記の手

取金を有利子負債の返済資金に充当する可能性があります。 

 

 

 

本新株予約権付社債の発行による調達額の上記資金使途について、現在以下の通りの支出予定を検討し

ております。 

① 自己株式取得に関しては、本調達の一部である 80 億円を上限とする自己株式の取得に充当する

ことにより、株主資本利益率（ROE）や一株当たり利益（EPS）といった資本効率性の一層の向

上を見込んでおります。これにより、既存株主の皆様への株主還元強化を実施致します。 

② 2013 年及び 2014 年に買収・子会社化した KTS 及び KTW が持つ欧州自動車メーカーへの販売ネッ

トワークを活用し、KTW の主要顧客であるドイツ系自動車メーカーの北米進出に合わせた受注拡

大を図ると共に、それら顧客に対して利便性の高い地域における新規生産拠点を新設すること

で当社商品の製造から販売までの供給サービスの充実を目指します。そのため、2016 年３月期

以降、現在検討しております候補地において生産工場の建設に約 15 億円、生産設備に約 15 億

円、測定機器やシステムに 7 億円の投資を行う予定です。 
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③ 各海外地域において当社の事業を取り巻く環境として、北米に関しては、好調な経済動向を受

けて日系自動車メーカーの需要増加が引き続き見込まれます。欧州においては、米国自動車メ

ーカー向けに引き続き受注が見込まれます。さらに、アセアンでは、タイを中心に日系自動車

メーカーの大幅な新規受注が見込まれています。これらの成長機会を確実に捕捉できるよう、

現地で展開している自動車メーカー向けの供給体制を強化、拡大するために、当社は北米・欧

州・アセアン等の地域において継続的に生産設備を増強することで全体的な海外生産能力を高

める必要があると考えております。北米・欧州・アセアンにおける当社子会社を通じて、各地

の既存工場の拡張や製造機器の新規導入を図り、地域別の生産能力増強に努めてまいります。

2015 年内に各地域において平行的に拡張を進めつつ、四半期ごとに順次 14 億円程度、合計約

42 億円を投資する予定です。 

④ 国内においては、自動車生産台数が、長期的傾向として減少トレンドにあります。それらに対

応するために国内の事業競争力を一層強化していかなければなりません。具体的な施策として

生産体制の再編を進めており、宇都宮工場を閉鎖し山形工場へ移管する計画があります。その

為、山形工場の生産設備増強を行う必要があります。生産の集約化を通じてコスト効率を高め

つつ国内顧客向けの製品供給体制を強化し、国内販売においても更なる収益向上を図りたいと

考えています。昨年度に購入した山形工場の拡張区域を 2015 年内に増設・改修し、生産能力の

増強を図ります。加えて、新規の成形機を導入することで、国内顧客向けの製品供給体制を強

化し、四半期ごとに順次 10 億円程度、合計約 25 億円を投資する予定です。 

⑤ 競合他社より品質の高い製品を生み出すために、国内において実験棟を新規設立し、新技術・

新製品の研究開発及び解析・評価を通した、技術的優位性の確立を目指します。そのための新

規設備費用として合計約 17 億円を 2016 年３月期までに順次投資する予定です。 

  

 

各資金使途の支出予定時期及び金額（各①～⑤の使途は上述の表と対応しております。） 

具体的な使途 概算金額 支出予定時期及び金額 

① 

取得上限を 80 億円

とする自己株式取

得のための資金 

約 8,000

百万円 

平成 27 年４月 14 日

から 

平成 27 年７月 13 日

まで 

約 8,000 百万円 

  

② 
北米に生産拠点を

新設する資金 

約 3,700

百万円 

平成 27 年４月から

平成 28 年３月まで

約 3,100 百万円 

平成 28 年４月から 

平成 29 年３月まで 

約 300 百万円 

平成 29 年４月から

平成 29 年 12 月まで

約 300 百万円 

③ 

北米・欧州・アセア

ン等の生産設備強

化のための資金 

約 4,175

百万円 

平成 27 年４月から 

平成 27 年６月まで 

約 1,400 百万円 

平成 27 年７月から 

平成 27 年９月まで 

約 1,400 百万円 

平成 27 年 10 月から

平成 27 年 12 月まで

約 1,375 百万円 

④ 
山形工場への生産

設備の増強資金 

約 2,500

百万円 

平成 27 年４月から 

平成 27 年６月まで 

約 800 百万円 

平成 27 年７月から 

平成 27 年９月まで 

約 1,000 百万円 

平成 27 年 10 月から

平成 27 年 12 月まで

約 700 百万円 

⑤ 

新技術・新製品の研

究開発及び解析・評

価を行うための試

験設備の資金 

約 1,700

百万円 

平成 27 年６月 

約 400 百万円 

平成 27 年 12 月 

約 1,000 百万円 

平成 28 年３月 

約 300 百万円 
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４. 資金使途の合理性に関する考え方 

上記２.（１）「資金調達の主な目的、背景」に記載の通り、当社は、収益力を高めるための生産、開

発力強化や、海外における積極的な展開を推し進めつつ、同時に資本効率向上のための諸施策を実施す

ることで株主価値向上に努めております。今般、本新株予約権付社債の発行と併せて自己株式取得を実

施することが、資本コストの低減と資本効率の向上につながり、加えて、海外生産拠点の新設・増設に

よる海外売上高の拡大戦略や、国内生産拠点の増強による国内生産体制の強化、新技術・新商品開発に

向けた解析評価の試験設備の増強によって将来的な収益向上ひいては株主価値の最大化に資するもの

と考えております。 

従いまして、上記の資金使途は、当社の将来的な収益力強化及び資本効率向上に資するものであり、

合理的な使途であると判断しております。 

 

 

５. 発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

当社は、本新株予約権付社債の発行価額の算定に際しては、公正を期するため、金融工学や市場動向

等に精通し、独立した外部第三者機関であるトラスティーズ・アドバイザリー株式会社（東京都千代田

区永田町二丁目 11 番１号山王パークタワー25 階、代表者寺田芳彦）（以下「第三者評価機関」といいま

す。）に本新株予約権付社債の価値算定を依頼し、本新株予約権付社債の評価報告書を取得しておりま

す。その評価に際し、第三者評価機関は、本新株予約権付社債の発行要項を踏まえた上で、一定の前提

（本新株予約権付社債に付された現金決済条項及び転換制限条項等の諸条件、当社株式の株価変動性

（ボラティリティ）及び本社債の価値を算定する上で使用した割引率、配当等）の下、一般的な株式オ

プション価値算定モデルである二項モデルを用いて本新株予約権付社債の公正価値を算定しておりま

す。 

二項モデルでは発行決議日から発行期日まで、転換可能開始日まで、現金決済条項開始日まで、転換

制限解除時まで、満期日までというように時間軸に沿って、各期間を十分な格子数によって区切ります。

各格子ごとに二項モデルの理論で一意に定められた普通株価を置いて、発行会社と本新株予約権付社債

権者とが各々の立場で CB 価値を最大化するように行動するものとして算定します。転換可能期間にお

いては各四半期間ごとに転換制限である 当該四半期の最後の取引日に終了する20連続取引日にわたり

転換価額の 130%を越えるかどうかの達成可能性を判定し、転換制限を越えれば転換価値と持越価値とを

比較して大きい価値を選択します。次に現金決済条項が行使できるフェーズにおいては現金決済による

価値と持越価値のいずれか小さい価値を選択します。また、転換制限解除フェーズでは、転換価値（現

金決済価値を含む。）と持越価値のいずれか小さい価値を選択しております。転換価値を選択した場合

には即時全量行使を想定しております。各格子において持越価値と転換価値などを比較して算定された

価値を満期日から後進的（バックワード）に現在価値に割戻しながら、発行決議日における CB 価値を

最終的に算定しております。なお、評価モデル上の選択と実際の新株予約権付社債の保有者による転換

や発行会社の現金決済条項の選択とは同一とならない可能性があります。 

かかる算定においては、平成 27 年４月 10 日現在の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引

の終値の 120％を当初転換価額とし、ボラティリティについては発行会社の過去実績 （18 週の週次）

を用い、割引率については一般的に CB で参考とされるクレジット・デリバティブ・スワップ市場にお

いて要求される金利水準である 0.76%～0.86%を用い 、将来配当については平成 27 年３月期予想から毎

年 15%ずつ配当が増加する見込みとしており、転換時の普通株価を固定化するためのコストとして貸株

コスト相当を加味して算定しており、かかる算定の結果、額面 100 円発行価額本新株予約権付社債の払

込金額 100.5 円につき 102 円 86 銭～103 円 86 銭という算定結果が得られております。 
本新株予約権付社債の発行条件及び払込金額は、当社の置かれた事業環境及び財務状況その他の事情を総

合的に勘案の上、割当予定先との間での協議と交渉を重ねた上で決定しており、特に 100 円につき 100.5 円

という払込金額については、本新株予約権付社債全体に係る償還費用が 200 億円であるにも関わらず、当社

は本新株予約権社債の発行時点で 201 億円の払込みを受けることができますので、当社にとっては有利な条

件であると認識しております。100.5 円という払込金額は、上記の第三者評価機関による評価報告書におけ

る算定結果 である 102 円 86 銭～103 円 86 銭からは 2.30％～3.24％のディスカウントとなりますが、割当予
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定先が一度に多額の払込みを行うことによる出資コストや本新株予約権付社債を取得することに伴うリスク

には一定程度の配慮をせざるを得ず、また上記の通り本新株予約権付社債の発行条件及び払込金額が十分な

協議・交渉の結果決定されたものであることを考慮すれば、上記払込金額は、当社としては公正な水準であ

ると判断しております。 

また、当社監査役は、本新株予約権付社債の価値及び価値に影響を与える様々な諸条件を考慮すると

共に、金融工学や市場動向等に精通し、かつ、当社及び割当予定先から独立した外部専門家たる第三者

評価機関より取得している評価報告書を確認した上で、本新株予約権付社債の発行によって当社が得る

ことのできる経済的利益と本新株予約権の公正価値が概ね見合っているとの説明及びその算定手続き

について著しく不合理な点が認められないことから、これに基づき決定された発行条件は割当予定先に

特に有利ではなく、適法である旨の意見を全員一致で表明しております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権付社債の発行により発生する潜在株式数は、平成 27 年４月 10 日現在の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の 120％を当初転換価額として計算した場合、平成 27 年３月

31 日現在の当社の普通株式の発行済株式総数 53,754,477 株の約 6.88％（総議決権数 530,931 個の約

6.97％）となり、本新株予約権付社債の普通株式への転換が進んだ場合１株当たりの株式価値の希薄化

が生じます。 

一方で、当社普通株式の過去５年間の１日当たりの平均売買出来高は約 201,900 株であり、一定の流

動性を有しております。上述の本新株予約権付社債の潜在株式数（約 3,699,593 株）を行使期間である

５年間（245 日/年営業日で計算）で平均的に転換され且つ売却されると仮定した場合の１日あたりの売

買株式数は約3,020株であり、上記過去５年間の１日当たりの平均売買出来高の1.50％程度となるため、

株価に与える影響は限定的、かつ消化可能なものと考えております。加えて、本新株予約権付社債は、

転換制限条項を付することで普通株式への転換可能性を抑制し、また現金決済条項（取得条項）を付す

ることで当社普通株式への転換割合を最小限に抑制することで、結果として希薄化を最小限に抑えるこ

とが可能であると判断しております。また、同時に、上記２.（１）「資金調達の主な目的、背景」に記

載の方針に基づき、現在取り組んでおります海外企業の買収・子会社化を最大限活用したドイツ系自動

車メーカーへの拡販体制の強化を始めとする、当社グループを挙げての世界的な販売ネットワークの強

化、開発・生産能力の向上といった成長戦略の推進や、本日決議している取得株式の総数の上限を

2,000,000 株、取得価額の総額の上限を 8,000 百万円とする自己株式取得により、１株当たりの株式価

値の希薄化を抑制し、加えて上記３.（２）「調達する資金の具体的な使途」に記載のとおり、海外生産

拠点の新設・増設による海外売上高の拡大戦略や、国内生産拠点の増強による国内生産体制の強化、新

技術・新商品開発に向けた解析評価の試験設備の増強により、将来的な収益向上ならびに将来的な成長

戦略を着実に履行していくことで、株主価値の向上を実現していく所存です。従いまして、本新株予約

権付社債による調達資金を活用した、株主還元効果及び将来的な収益力の増加期待から、希薄化の規模

は合理的であると判断しております。 

 

６. 割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

① 名 称 Credit Suisse International 

② 所 在 地 One Cabot Square, London, E14 4QJ 

③ 代表者の役職・氏名 CEO Gael de Boissard 

④ 事 業 内 容 金融商品取引業等 

⑤ 資 本 金 131 億米ドル 

⑥ 設 立 年 月 日 平成２年５月９日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 131,076,560,047 株 

⑧ 決 算 期 12 月 31 日 

⑨ 従 業 員 数 661 名（連結ベース、平成 26 年 12 月 31 日現在） 

⑩ 主 要 取 引 先 投資家及び発行体含む法人 
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⑪ 主 要 取 引 銀 行 Credit Suisse AG 

⑫ 大株主及び持株比率 

Credit Suisse AG: 74.7％ 

Credit Suisse PSL GmbH: 22.9％ 

Credit Suisse Group AG: 2.4％ 

⑬ 

当事会社間の関係  

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。また、

当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、

特筆すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、

当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、

特筆すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありません。また、

当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、

特筆すべき取引関係はありません。 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関

係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財政状態  

 平成 24 年 12 月期 平成 25 年 12 月期 平成 26 年 12 月期 

連 結 純 資 産 15,589 25,028 24,029

連 結 総 資 産 687,180 515,733 548,137

１ 株 当 た り 

連 結 純 資 産 （ 米 ド ル ） 
0.502 0.191 0.183

連 結 営 業 収 益 1,302 1,654 1,144

連 結 税 前 損 益 (359) (59) (407)

連 結 当 期 純 損 益 (732) (539) (995)

１ 株 当 た り 

連結当期純損益（米ドル） 
(0.024) (0.004) (0.008)

１株当たり配当金（米ドル） - - -

（単位：百万米ドル。特記しているものを除く） 

（注） 割当予定先及び当該割当予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切

関係がないことを下記（５）に記載のとおり確認しており、その旨の確認書を株式会社

東京証券取引所に提出しています。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社は、創立以来の基本理念である、事業活動を通じた「株主への利益還元」「社会への貢献」「社員

の成長と幸福」及び、基本方針である「利益拡大」「顧客志向」及び「無限の創造性」をキーワードに

した自動車部品を主力製品とするプラスチック精密機能部品の分野における世界 No.１企業としてグロ

ーバルな成長に即した成長戦略を推進し企業価値の向上を図るため、平成 25 年中旬ごろから国内外の

金融機関から資金調達に関する様々な提案を受け、比較検討を重ねてまいりました。 

その結果、複数の提案書や面談を通じてなされたクレディ・スイス・グループの日本法人であるクレ

ディ・スイス証券株式会社の提案が、既存株主の利益に配慮したものであり、かつ資金調達の機動性と

効率性が最も高いことから、当社のニーズに最も合致していると判断致しました。具体的には、①無利

息での負債性の資金調達が可能であること、②転換価額を時価を上回る適正な水準に設定することによ

る希薄化抑制効果が期待できること、③別添の発行要項第 13 項第(5)号②記載の転換制限条項及び同項

第(6)号記載の取得条項を付することにより、普通株式への転換及び希薄化の抑制が企図されているこ

と、並びに④新株予約権に関するコールオプションを取得することとなる海外機関投資家が当社株式の

ヘッジ売りを実施する場合においても、下記（３）「割当予定先の保有方針」に記載されている海外機
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関投資家が当社による自己株式取得に対して応募することが期待でき、これによりヘッジ売りによる株

価下落影響を吸収することが期待できること、⑤新株予約権付社債の他の発行形態との比較において準

備作業負担や費用負担が軽減されていることを考慮しております。 

また、クレディ・スイス・グループは、本新株予約権付社債に類似する転換証券の引受け・販売にお

いて世界有数の実績を有しているところ、資金調達を確実に実現する観点から、類似案件に関する幅広

い実績及び高い信用力を保有する Credit Suisse International が同グループにおける割当予定先とし

て最適であるとの結論に至りました。 

Credit Suisse International は、下記（４）「割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認

した内容」及び（５）「割当予定先の実態」に示すように、今回の資金調達の実施にあたり十分な信用

力を有するものと認識しております。 

なお、本新株予約権付社債の募集に関連して、当社は、割当予定先である Credit Suisse International

との間で、払込期日以降、本新株予約権付社債の払込期日から起算して 180 日目の日までの間、同社の

事前の書面による承諾なしには、当社普通株式の発行、当社普通株式に転換若しくは交換され得る有価

証券の発行又は普通株式を取得若しくは受領する権利を表章する有価証券の発行等（但し、本新株予約

権付社債の発行及び本新株予約権の行使による当社普通株式の交付等を除きます。）を行わない旨を払

込期日付で合意する予定です。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

当社は、本新株予約権付社債の割当予定先である Credit Suisse International との間で、本新株予

約権付社債について継続保有の取り決めはしておりません。 

当社は、本新株予約権付社債を、第三者割当により Credit Suisse International へ割り当てますが、

Credit Suisse International は、同社がジャージー代官管轄区に設立する特別目的会社である BOATS 

Investments (Jersey) Limited に対し、本新株予約権付社債を譲渡する方針であるとの説明を受けてお

ります。なお、Credit Suisse International は、BOATS Investments (Jersey) Limited が保有する本

新株予約権付社債に基づいて組成されたリパッケージ債ならびにコールオプションを引受け、リパッケ

ージ債を国内金融機関に、コールオプションを海外機関投資家に、それぞれ販売する予定であると理解

しております。加えて、国内金融機関に対しては、リパッケージ債を直接販売する場合に加えて、リパ

ッケージ債の額面に対して融資を受ける場合もあるとの説明を受けております。 

また、海外機関投資家がコールオプションを行使した場合には、海外機関投資家が BOATS Investments 

(Jersey) Limited から本新株予約権付社債を取得した上で、本新株予約権を行使することになります。 

※ 上記に記載される、BOATS Investments (Jersey) Limitedによる本新株予約権付社債の取得は、

金融商品取引法第167条第１項及び同法施行令第31条に規定する公開買付けに準ずる行為として

政令で定める「買集め行為」に該当する可能性がありますので、BOATS Investments (Jersey) 

Limitedからの要請に基づき、金融商品取引法施行令第30条第１項第４号に基づいて公表しており

ます「BOATS Investments (Jersey) Limitedによる株式会社ニフコ（証券コード7988）転換社債

型新株予約権付社債の買付けの決定に関するお知らせ」も併せてご覧下さい。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先からは、本新株予約権付社債の払込金額（発行価額）の総額の払込みに要する資金は確保

されている旨の報告を受けております。その報告によると、割当予定先は、クレディ・スイス・グルー

プに属する法人であるところ、割当予定先と同じくクレディ・スイス・グループに属し割当予定先の間

接親会社である Credit Suisse Group AG に対する外部格付け機関による格付け（平成 27 年４月 13 日

現在のムーディーズによる長期格付けは A2）からもわかる通り、当該グループは高い信用に基づいた資

金調達力を保有しています。割当予定先は、当該グループ内での機動的な資金調達が可能であり、本新

株予約権付社債の払込資金についてもグループ内資金を割当予定先が機動的に活用する予定との説明

を受けると共に、割当予定先の直近の財務諸表の純資産の額（平成 26 年 12 月 31 日現在）により、払

込みに要する財産の存在について確認しており、その後かかる財務内容が大きく悪化したことを懸念さ

せる事情も認められないことから、当社としてかかる払込みに支障はないと判断しております。 
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（５）割当予定先の実態 

割当予定先である Credit Suisse International は、割当予定先と同じくクレディ・スイス・グルー

プに属する法人である Credit Suisse Group AG の間接子会社であるところ、Credit Suisse Group AG

はその株式をスイス連邦国内のスイス証券取引所及び米国ニューヨーク証券取引所に上場しており、ス

イス連邦の行政機関である連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market Supervisory Authority 

(FINMA)）の監督及び規制を受けております。 

また、クレディ・スイス・グループの国内法人であるクレディ・スイス証券株式会社は、金融商品取

引業者として登録済み（登録番号：関東財務局長（金商）第 66 号）であり、監督官庁である金融庁の

監督及び規制に服すると共に、その業務に関連する国内の自主規制期間（日本証券業協会、一般社団法

人金融先物取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会、

日本商品先物取引協会、一般社団法人日本保険仲立人協会）に所属し、その規則の適用を受けておりま

す。同様に国内法人のクレディ・スイス銀行東京支店は、登録金融機関として登録済み（登録番号：関

東財務局長（登金）第 637 号）であり、監督官庁である金融庁の監督及び規制に服すると共に、その業

務に関連する国内の自主規制期間（一般社団法人金融先物取引業協会）に所属し、その規則の適用を受

けております。 

当社は、Credit Suisse Group AG のアニュアルレポート（2014 年度）等で割当予定先の属するグル

ープがスイス連邦の行政機関である連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market Supervisory 

Authority (FINMA)）の監督及び規制を受けていることについて確認しており、FINMA の規制の中にはマ

ネーロンダリングに対する規制も含まれます。また当社はクレディ・スイス証券株式会社の担当者との

面談によるヒアリングにおいて、クレディ・スイス・グループはマネーロンダリング防止体制（日本に

おける反社会的勢力に係るコンプライアンス体制を含む。）を確立しているとの説明を受けており、割

当予定先及び割当予定先の役員が反社会的勢力ではなく、かつ反社会的勢力とは関係がないことを確認

しております。 

 

（６）株券貸借に関する契約 

割当予定先である Credit Suisse International と当社及び当社の役員との間において、本新株予約

権の行使により取得する当社普通株式に関連して株券貸借に関する契約を締結しておらず、また、その

予定もありません。 

 

７. 募集前後の大株主及び持株比率 

募集前（平成27年３月31日現在） 

オガサワラ ホールディングス カンパニー リミテッド 11.06%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7.10%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6.74%

公益財団法人小笠原科学技術振興財団 4.09%

タイヨウ ファンド, エル. ピー. （常任代理人 シティバンク銀行株式会社） 3.55%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 3.49%

ノーザン トラスト カンパニー （エイブイエフシー） アカウント ノン 

トリーテイー （常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部） 

3.16%

日本生命保険相互会社 2.71%

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クライアント 

メロン オムニバス ユーエス ペンション 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 

2.10%

ビーエヌワイエムエル ノン トリーテイー アカウント 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行） 

1.90%

（注） １. 今回の募集分については長期保有を約していないため、今回の募集に係る潜在株式数を

反映した「募集後の大株主及び持株比率」を表示しておりません。 
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８. 今後の見通し 

本新株予約権付社債の発行が業績に与える影響は軽微であります。 

 

９. 企業行動規範上の手続きに関する事項 

本新株予約権付社債の第三者割当は、①希薄化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うも

のではないこと（新株予約権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるも

のではないこと）から、東京証券取引所の定める上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手

及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

10. 最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 

売 上 高 122,880百万円 139,916百万円 185,167百万円

営 業 利 益 10,240百万円 10,549百万円 15,718百万円

経 常 利 益 10,059百万円 10,946百万円 17,022百万円

当 期 純 利 益 6,853百万円 5,348百万円 9,771百万円

１株当たり当期純利益 128.41円 101.22円 185.07円

１ 株 当 た り 配 当 金 45.00円 47.00円 60.00円

１ 株 当 た り 純 資 産 1,504.22円 1,661.36円 1,993.72円

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成27年３月31日現在） 

 株式数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 53,754,477株 100.0％

現時点の転換価額（行使価額）に 

おける潜在株式数 

０株 ０％

下限値の転換価額（行使価額）に 

おける潜在株式数 

―株 ―％

上限値の転換価額（行使価額）に 

おける潜在株式数 

―株 ―％

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 

始  値 1,998円 2,271円 2,225円

高  値 2,293円 2,284円 3,025円

安  値 1,695円 1,640円 1,964円

終  値 2,262円 2,228円 2,916円

 

② 最近６か月間の状況 

 平成26年 

10月 

 

11月 

 

12月 

平成27年

１月 

 

２月 

 

３月 

始  値 3,395円 3,645円 4,060円 3,910円 4,010円 4,180円

高  値 3,530円 4,125円 4,310円 4,285円 4,160円 4,485円

安  値 3,025円 3,330円 3,765円 3,750円 3,885円 4,060円

終  値 3,505円 4,055円 3,920円 4,080円 4,110円 4,145円
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③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成27年4月10日 

始  値 4,500円

高  値 4,515円

安  値 4,435円

終  値 4,505円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項なし 

 

 

 

以 上 
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（別添） 

株式会社ニフコ 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 

（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付） 

発行要項 

 

１．社債の名称 

株式会社ニフコ第1回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特

約付）（以下「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新

株予約権」という。） 

２．社債の総額 

金200億円 

３．各社債の金額 

金1億円 

４．社債、株式等の振替に関する法律の適用 

  本新株予約権付社債は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）の規定の

適用を受け、振替機関（第23項に定める。以下同じ。）の振替業に係る業務規程その他の規則に従って

取り扱われるものとする。社債等振替法に従い本新株予約権付社債の社債権者（以下「本社債権者」と

いう。）が新株予約権付社債券の発行を請求することができる場合を除き、本新株予約権付社債に係る

新株予約権付社債券は発行されない。社債等振替法に従い本新株予約権付社債に係る新株予約権付社債

券が発行される場合、かかる新株予約権付社債券は無記名式とし、本社債権者は、かかる新株予約権付

社債券を記名式とすることを請求することはできない。 

５．社債の利率 

本社債には利息を付さない。 

６．社債の払込金額 

各社債の金額100円につき金100.5円 

７．社債の発行価格 

各社債の金額100円につき金100.5円 

８．社債の償還金額 

各社債の金額100円につき金100円 

但し、繰上償還の場合は第12項第(3)号乃至第(6)号に定める金額とする。 

９．新株予約権又は社債の譲渡 

本新株予約権付社債は、会社法第254条第2項本文及び第3項本文の定めにより本新株予約権又は本社債の

一方のみを譲渡することはできない。 

10．担保・保証の有無 

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また本新株予約権付社債のために特に留保さ

れている資産はない。 

11．社債管理者の不設置 

本新株予約権付社債は会社法第702条但書の要件を満たすものであり、社債管理者は設置されない。 

12．社債の償還の方法及び期限 

(1) 本社債は、平成32年4月30日にその総額を償還する。但し、繰上償還に関しては本項第(3)号乃至第

(6)号に定めるところによる。 

(2) 本社債を償還すべき日（本項第(3)号乃至第(6)号の規定により本社債を繰上償還する日を含み、以
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下「償還日」という。）が東京における銀行休業日にあたるときは、その支払いは前銀行営業日に繰

り上げる。 

(3) クリーンアップ条項による繰上償還 

① 本号の繰上償還の公告を行う前のいずれかの時点において、残存する本社債の金額の合計額が発

行時の本社債の金額の合計額の10％を下回った場合、当社は、必要事項を公告した上で、当該公

告において指定した償還日（かかる償還日は、当該公告の日から30日目以降60日目までのいずれ

かの日で、かつ銀行営業日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、各本社債の

金額100円につき金100円で繰上償還することができる。 

② 当社は、本号に定める公告を行った後は、当該公告に係る繰上償還を取消すことはできない。 

(4) 組織再編行為による繰上償還 

① 組織再編行為（本号⑤に定義する。）が当社の株主総会で承認された場合（株主総会の承認が不

要な場合は取締役会で承認した場合又は会社法に従いその他当社の機関が決定した場合）におい

て、当社が、(ｲ)第13項第(22)号に従って承継新株予約権（同号に定義する。）を交付することが

できない場合、又は(ﾛ)組織再編行為の承認若しくは決定の日（以下「承認日」という。）までに、

財務代理人に対し、承継会社等（本号⑥に定義する。以下同じ。）が理由の如何を問わず当該組

織再編行為の効力発生日において日本の金融商品取引所における上場会社であることを、当社と

しては予定していない旨を記載し、当社の代表者が署名した証明書を交付した場合には、当社は、

償還日（当該組織再編行為の効力発生日又はそれ以前の日で、かつ銀行営業日とする。）の30日

前までに償還日、償還金額その他の必要な事項を公告した上で、残存する本社債の全部（一部は

不可）を、本号②乃至④に従って決定される償還金額（以下「組織再編行為償還金額」という。）

で繰上償還する。 

② 組織再編行為償還金額は、参照パリティ（本号③に定義する。）及び償還日に応じて下記の表（本

社債についての各社債の金額に対する割合（百分率）として表示する。）に従って決定される。 

 

組織再編行為償還金額比率（％） 

償還日 
参照パリティ 

80 90 100 110 120 130 140 150 

平成27年4月30日 101.93 105.56 110.48 116.63 123.90 132.17 141.25 150.85 

平成28年4月30日 101.55 104.83 109.52 115.60 122.97 131.49 140.89 150.71 

平成29年4月30日 100.95 103.74 108.10 114.11 121.67 130.64 140.52 150.60 

平成30年4月30日 100.31 102.43 106.29 112.14 119.96 129.57 140.12 150.52 

平成31年4月30日 99.76 100.69 103.51 109.10 117.49 128.14 139.60 150.41 

平成32年4月23日 100.00 100.00 100.00 110.00 120.00 130.00 140.00 150.00 

（注）上記表中の数値は、平成27年4月10日現在における見込みの数値であり、転換価額の決定時点における

金利、当社普通株式の株価、ボラティリティ及びその他の市場動向を勘案した当該償還時点における

本新株予約権付社債の価値を反映する金額となるように決定される。かかる方式の詳細は、当社の代

表取締役社長兼最高執行責任者山本利行が、当社取締役会の授権に基づき、転換価額の決定と同時に

決定する。 

 

③ 「参照パリティ」は、(ｲ)当該組織再編行為に関して当社普通株式の株主に支払われる対価が金銭

のみである場合には、当社普通株式1株につき支払われる当該金銭の額を当該組織再編行為の承認

日時点で有効な転換価額で除して得られた値（小数第5位まで算出し、小数第5位を四捨五入し、

これを百分率で表示する。）とし、(ﾛ)上記(ｲ)以外の場合には、会社法に基づき当社の取締役会

その他当社の機関において当該組織再編行為の条件（当該組織再編行為に関して支払われ又は交
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付される対価を含む。）が承認又は決定された日（かかる承認又は決定の日よりも後に当該組織

再編行為の条件が公表される場合にはかかる公表の日）の直後の取引日に始まる5連続取引日の東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（円位未満小数第2位まで算出し、

小数第2位を四捨五入する。）を、当該5連続取引日の最終日時点で有効な転換価額で除して得ら

れた値（小数第5位まで算出し、小数第5位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。

当該5連続取引日において第13項第(10)号、第(11)号又は第(15)号に定める転換価額の調整事由が

生じた場合には、当該5連続取引日の当社普通株式の普通取引の終値の平均値は、合理的に調整さ

れるものとする。但し、償還日が平成32年4月24日（同日を含む。）から平成32年4月30日（同日

を含む。）までの期間の場合は、償還金額は各社債の金額の100％とする。本③、本項第(5)号②

及び本項第(6)号②において「取引日」とは、東京証券取引所が営業している日をいい、当社普通

株式の普通取引の終値が発表されない日を含まない。 

④ 参照パリティ又は償還日が本号②の表に記載されていない場合には、組織再編行為償還金額は、

以下の方法により算出される。 

(ｲ)参照パリティが本号②の表の第1行目に記載された2つの値の間の値である場合、又は償還日が

本号②の表の第1列目に記載された2つの日付の間の日である場合には、組織再編行為償還金額

は、かかる2つの値又はかかる2つの日付に対応する本号②の表中の数値に基づきその双方につ

きかかる2つの値又はかかる2つの日付の間を直線で補間して算出した数値により算出した数

値（小数第5位まで算出し、小数第5位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。但

し、日付に係る補間については、1年を365日とする。 

(ﾛ)参照パリティが本号②の表の第1行目の右端の値より高い場合には、参照パリティはかかる右

端の値と同一とみなす。 

(ﾊ)参照パリティが本号②の表の第1行目の左端の値より低い場合には、参照パリティはかかる左

端の値と同一とみなす。 

但し、組織再編行為償還金額は、各社債の金額の150％を上限とし、本号②の表及び上記(ｲ)乃至

(ﾊ)の方法に従って算出された値が150％を超える場合には、組織再編行為償還金額は各社債の金

額の150％とする。また、組織再編行為償還金額は、各社債の金額の100％を下限とし、本号②の

表及び上記(ｲ)乃至(ﾊ)の方法に従って算出された値が100％未満となる場合には、組織再編行為償

還金額は各社債の金額の100％とする。 

⑤ 「組織再編行為」とは、(ｲ)当社が消滅する会社となる合併、(ﾛ)吸収分割又は新設分割（承継会

社等が、本社債に基づく当社の義務を引き受ける場合に限る。）、(ﾊ)当社が他の株式会社の完全

子会社となる株式交換又は株式移転、及び(ﾆ)その他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手

続により本社債に基づく当社の義務が他の株式会社に引き受けられることとなるものを総称して

いう。 

⑥ 「承継会社等」とは、次の(ｲ)乃至(ﾍ)に定める株式会社を総称していう。 

(ｲ)合併（合併により当社が消滅する場合に限る。） 合併後存続する株式会社又は合併により設

立する株式会社 

(ﾛ)吸収分割 当社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社 

(ﾊ)新設分割 新設分割により設立する株式会社 

(ﾆ)株式交換 株式交換により当社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

(ﾎ)株式移転 株式移転により設立する株式会社 

(ﾍ)上記(ｲ)乃至(ﾎ)以外の日本法上の会社組織再編手続 本社債に基づく当社の義務を引き受ける

又は承継する株式会社 

⑦ 当社は、本号①に定める公告を行った後は、当該公告に係る繰上償還を取消すことはできない。 

(5) 上場廃止等による繰上償還 
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① (ｲ)当社以外の者（以下「公開買付者」という｡）によって、金融商品取引法に基づく当社普通株

式の公開買付けがなされ、(ﾛ)当社が当該公開買付けに賛同する意見を表明し、(ﾊ)当該公開買付

けによる当社普通株式の取得の結果当社普通株式が上場されている全ての日本の金融商品取引所

においてその上場が廃止される可能性があることを当社又は公開買付者が公表又は認容し（但し、

当社又は公開買付者が、当該公開買付け後も当社が日本の金融商品取引所における上場会社であ

り続けるよう最善の努力をする旨を公表した場合を除く。）、かつ(ﾆ)公開買付者が当該公開買付

けにより当社普通株式を取得した場合には、当社は、当該公開買付けによる当社普通株式の取得

日（当該公開買付けに係る決済の開始日を意味する。以下同じ。）から15日以内に償還日、償還

金額その他の必要な事項を公告した上で、当該公告において指定した償還日（かかる償還日は、

当該公告の日から30日目以降60日目までのいずれかの日で、かつ銀行営業日とする。）に、残存

する本社債の全部（一部は不可）を、本号②に従って決定される償還金額（以下「上場廃止等償

還金額」という。）で繰上償還する。 

② 上場廃止等償還金額は、本項第(4)号記載の組織再編行為償還金額の算出方法と同様の方法により

算出される。但し、参照パリティは、(ｲ)当該公開買付けの対価が金銭のみである場合には、公開

買付期間の末日時点で有効な買付価格を、同日時点で有効な転換価額で除して得られた値（小数

第5位まで算出し、小数第5位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とし、(ﾛ)上記(ｲ)以外

の場合には、公開買付期間の末日に終了する5連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を四捨五入する。）を、

公開買付期間の末日時点で有効な転換価額で除して得られた値（小数第5位まで算出し、小数第5

位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。当該5連続取引日において第13項第(10)

号、第(11)号又は第(15)号に定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該5連続取引日の当

社普通株式の普通取引の終値の平均値は、合理的に調整されるものとする。但し、償還日が平成

32年4月24日（同日を含む。）から平成32年4月30日（同日を含む。）までの期間の場合、償還金

額は各社債の金額の100％とする。 

③ 本号①にかかわらず、当社又は公開買付者が、当該公開買付けによる当社普通株式の取得日の後

に組織再編行為を行う旨の意向又は本項第(6)号に定めるスクイーズアウト事由を行う意向を当

該公開買付けに係る公開買付期間の末日までに公表した場合には、本号①の規定は適用されない。

但し、当該取得日から60日以内に当該組織再編行為に係る組織再編行為の承認日又は本項第(6)

号に定めるスクイーズアウト事由発生日が到来しなかった場合、当社は、かかる60日間の末日か

ら15日以内に必要事項を公告した上で、当該公告において指定した償還日（かかる償還日は、当

該公告の日から30日目以降60日目までのいずれかの日で、かつ銀行営業日とする。）に、残存す

る本社債の全部（一部は不可）を、上場廃止等償還金額で繰上償還する。 

④ 当社が本号に定める償還義務と本項第(4)号又は本項第(6)号に定める償還義務の両方を負うこと

となる場合、本社債は本項第(4)号又は本項第(6)号に従って償還されるものとする。 

(6) スクイーズアウトによる繰上償還 

① 当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通株式を対価と引換えに

取得する旨の株主総会の決議がなされた場合（以下「スクイーズアウト事由」という。）、当社

は、当該スクイーズアウト事由に係る決議日（以下「スクイーズアウト事由発生日」という。）

から15日以内に償還日、償還金額その他の必要な事項を公告した上で、当該公告において指定し

た償還日（かかる償還日は、当該スクイーズアウト事由に係る当社普通株式の取得日より前で、

当該公告の日から30日目以降60日目までのいずれかの日で、かつ銀行営業日とする。）に、残存

する本社債の全部（一部は不可）を、本号②に従って決定される償還金額（以下「スクイーズア

ウト償還金額」という。）で繰上償還する。 

② スクイーズアウト償還金額は、本項第(4)号記載の組織再編行為償還金額の算出方法と同様の方法
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により算出される。但し、参照パリティは、(ｲ)当該取得の対価が金銭のみである場合には、1株

につき交付される当該金銭の額を、スクイーズアウト事由発生日時点で有効な転換価額で除して

得られた値（小数第5位まで算出し、小数第5位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とし、

(ﾛ)上記(ｲ)以外の場合には、当該スクイーズアウト事由発生日に終了する5連続取引日の東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（円位未満小数第2位まで算出し、小数第

2位を四捨五入する。）を、スクイーズアウト事由発生日時点で有効な転換価額で除して得られた

値（小数第5位まで算出し、小数第5位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。当該5

連続取引日において第13項第(10)号、第(11)号又は第(15)号に定める転換価額の調整事由が生じ

た場合には、当該5連続取引日の当社普通株式の普通取引の終値の平均値は、合理的に調整される

ものとする。但し、償還日が平成32年4月24日（同日を含む。）から平成32年4月30日（同日を含む。）

までの期間の場合、償還金額は各社債の金額の100％とする。 

(7) 本項第(3)号乃至第(6)号の規定により本社債を繰上償還する場合には、償還される本社債に付され

た本新株予約権は、本社債の償還により第13項第(4)号に従って行使できなくなることによりその全

部が消滅する。 

(8) 当社が本項第(3)号乃至第(6)号の規定のいずれかに基づく繰上償還の公告又は第13項第(6)号に基

づく取得通知（同号に定義する。）を行った場合、以後他の事由に基づく繰上償還の公告又は取得通

知を行うことはできない(但し、当社普通株式が取得期日（同号に定義する。）において東京証券取

引所に上場されていない場合はこの限りでない。)。また、当社が本項第(4)号若しくは本項第(6)号

に基づき繰上償還の公告を行う義務が発生した場合又は本項第(5)号①(ｲ)乃至(ﾆ)に規定される事

由が発生した場合には、以後本項第(3)号に基づく繰上償還の公告又は第13項第(6)号に基づく取得

通知を行うことはできない。 

(9) 当社は、法令又は振替機関の振替業に係る業務規程その他の規則に別途定められている場合を除き、

払込期日（第22項に定める。）の翌日以降いつでも本新株予約権付社債を買入れることができる。買

入れた後に本社債を消却する場合、本新株予約権については第13項第(5)号に従って行使できなくな

ることにより消滅する。 

13．新株予約権の内容 

(1) 社債に付された新株予約権の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は1個とし、合計200個の本新株予約権を発行する。 

(2) 新株予約権と引換えにする金銭の払込みの要否 

本新株予約権を引き受ける者は、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。 

(3) 新株予約権の目的である株式の種類及び数の算定方法 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。 

本新株予約権の目的である株式の数は、同一の本新株予約権付社債の新株予約権者（以下「本新株予

約権者」という。）により同時に行使された本新株予約権に係る本社債の金額の総額を当該行使請求

の効力発生日において適用のある転換価額で除して得られる数とする。この場合に1株未満の端数を

生ずる場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(4) 新株予約権を行使することができる期間 

本新株予約権者は、平成27年5月7日から平成32年4月23日までの間（以下「行使請求期間」という。）、

いつでも、本新株予約権を行使し、当社に対して当社普通株式の交付を請求すること（以下｢行使請

求｣という。）ができる。但し、以下の期間については、行使請求をすることができないものとする。 

① 当社普通株式に係る株主確定日及びその前営業日（振替機関の休業日でない日をいう。）。 

② 振替機関が必要であると認めた日。 

③ 組織再編行為において承継会社等の新株予約権を交付する場合で、本新株予約権の行使請求の停

止が必要となるときは、当社が行使請求を停止する期間（当該期間は1か月を超えないものとす
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る。）及びその他必要な事項を当該期間の開始日の30日前までに公告した場合における当該期間。 

④ 第12項第(3)号乃至第(6)号に定めるところにより、平成32年4月23日以前に本社債が償還される場

合には、当該償還に係る元金が支払われる日の前営業日以降。 

⑤ 本項第(6)号に定めるところにより、当社が本新株予約権付社債を取得する場合には、取得通知の

翌日から取得期日までの期間。 

⑥ 第18項に定めるところにより、当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益

の喪失日（当日を含める。）以降。 

(5) 新株予約権の行使の条件 

① 各本新株予約権の一部について本新株予約権を行使することはできないものとする。なお、当社

が本新株予約権付社債を買入れ、又は取得し、本社債を消却した場合には、当該本社債に係る本

新株予約権を行使することはできない。 

② 平成32年1月30日（但し、当日を除く。）までは、本新株予約権者は、ある四半期の最後の取引日

に終了する20連続取引日において、当社普通株式の普通取引の終値が、当該最後の取引日におい

て適用のある転換価額の130％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日（但し、平成32

年1月1日に開始する四半期に関しては、平成32年1月29日)までの期間において、本新株予約権を

行使することができる。但し、本②記載の本新株予約権の行使の条件は、以下(ｲ)、(ﾛ)及び(ﾊ)

の期間は適用されない。 

(ｲ)(ⅰ)株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）によ

る当社の発行体格付若しくは（将来取得する場合には）本新株予約権付社債の格付がBBB（格

付区分の変更が生じた場合には、これに相当するもの）以下である期間、(ⅱ)R&Iにより当社

の発行体格付若しくは（将来取得する場合には）本新株予約権付社債の格付がなされなくなっ

た期間、又は(ⅲ)R&Iによる当社の発行体格付若しくは（将来取得する場合には）本新株予約

権付社債の格付が停止若しくは撤回されている期間 

(ﾛ)当社が、本新株予約権者に対して、第12項第(3)号乃至第(6)号記載の繰上償還の公告を行った

日以後の期間 

(ﾊ)当社が組織再編行為を行うにあたり、本項第(4)号③記載のとおり本新株予約権の行使を禁止

しない限り、当該組織再編行為に関する最初の公表を当社が行った日（同日を含む。）から当

該組織再編行為の効力発生日（同日を含む。）までの期間 

(6) 本新株予約権付社債の取得 

当社は、平成32年1月6日以降、本社債権者に対して、取得期日（以下に定義する。）現在残存する本

新株予約権付社債の全部（一部は不可）を取得する旨を通知又は公告（以下「取得通知」という。）

することができる。当社は、取得期日に当該本新株予約権付社債の全部を取得し、これと引換えに本

社債権者に対して交付財産（以下に定義する。）を交付する。 

当社による本号に基づく本新株予約権付社債の取得は、当社普通株式が取得期日において東京証券取

引所に上場されていることを条件とする。当社は、本号により本新株予約権付社債を取得した際に、

当該本新株予約権付社債に係る本社債を消却する。  

「取得期日」とは、取得通知に定められた取得の期日をいい、取得通知の日から60日以上75日以内の

日とする。  

「交付財産」とは、各本新株予約権付社債につき、(ⅰ)各本社債の額面金額相当額の金銭、及び(ⅱ)

転換価値（以下に定義する。）から各本社債の額面金額相当額を差し引いた額（正の数値である場合

に限る。）を1株当たり平均VWAP（以下に定義する。）で除して得られる数の当社普通株式（但し、1

株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。）をいう。 

「1株当たり平均VWAP」とは、当社が取得通知をした日の翌日から5取引日目の日に始まる20連続取引

日（以下「関係VWAP期間」という。）に含まれる各取引日において株式会社東京証券取引所が発表す



 

 

本報道発表文は、当社の第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発行に際して一般に公表するための記者発表文であ

り、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。また、本報道発表文は、米国を含むあらゆる地域における同社債の

募集を構成するものではありません。米国1933年証券法に基づいて同社債の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、

米国において同社債の募集又は販売を行うことはできません。米国において証券の募集又は販売が行われる場合には、米国1933

年証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いられます。なお、本件においては米国における同社債の募集又は販売は行わ

れません。 

22 
 

る当社普通株式の売買高加重平均価格の平均値をいう。当該関係VWAP期間中に第13項第(10)号、第

(11)号又は第(15)号に定める転換価額の調整事由が発生した場合には、1株当たり平均VWAPも適宜調

整される。 

「転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。 

各本社債の額面金額 
 × 1 株当たり平均 VWAP 

最終日転換価額 

上記算式において「最終日転換価額」とは、関係VWAP期間の最終日において適用のある転換価額をい

う。 

(7) 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 

① 各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権に係る各本社債を出資するものとする。 

② 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。 

③ 各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額（以

下「転換価額」という。但し、本項第(22)号において、「転換価額」は、承継新株予約権の行使

により交付する承継会社等の普通株式の数を算出するにあたり用いられる価額をさす。）は、当

初、当社の代表取締役社長兼最高執行責任者山本利行が、当社取締役会の授権に基づき、平成27

年4月13日（本新株予約権付社債の発行決議日同日）の東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値の120％以上で、市場動向等を勘案して決定する。但し、転換価額は本項第(9)号乃

至第(15)号に定めるところにより調整されることがある。 

(8) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本号①記載

の資本金等増加限度額から本号①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

(9) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(10)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「新株発行等による

転換価額調整式」という。）をもって転換価額を調整する。 

調 整 後 

転 換 価 額 
＝ 

調 整 前 

転 換 価 額 
× 

既 発 行

株 式 数 

 

＋ 

交付株式数 × 
1 株あたりの 

払 込 金 額 

時  価 

既発行株式数＋交付株式数 

(10) 新株発行等による転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の

適用時期については、次に定めるところによる。 

① 本項第(14)号②に定める時価を下回る払込金額をもってその発行する当社普通株式又はその処

分する当社の有する当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合。 

 調整後の転換価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集において株主に

株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日の翌日

以降これを適用する。 

② 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合。 

 調整後の転換価額は、当該株式分割又は無償割当てにより株式を取得する株主を定めるための基

準日（基準日を定めない場合は、効力発生日）の翌日以降これを適用する。 

③ 本項第(14)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される

証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）又は当社普通株式の交付を受けるこ
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とができる新株予約権の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができ

る証券（権利）、又は行使することにより当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合（但し、当社又はその関係会社（財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第8条第8項に定める関係会社をいう。）の取締

役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。）。なお、新株予約権無償割

当ての場合（新株予約権付社債を無償で割り当てる場合を含む。以下同じ。）は、新株予約権を

無償として当該新株予約権を発行したものとして本③を適用する。 

 調整後の転換価額は、発行される証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取

得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）に関して交付の対象となる

新株予約権を含む。）の全てが当初の取得価額で取得され又は当初の転換価額で行使されたもの

とみなして新株発行等による転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該証券（権利）又

は新株予約権の払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集において株主に割当て

を受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日（基準日を定めない

場合は、その効力発生日）の翌日以降これを適用する。 

 但し、本③に定める証券（権利）又は新株予約権の発行（新株予約権無償割当ての場合を含む。）

が当社に対する企業買収の防衛を目的とする発行である旨を、当社が公表したときは、調整後の

転換価額は、当該証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得される証券（権

利）若しくは取得させることができる証券（権利）については、交付の対象となる新株予約権を

含む。）について、当該証券（権利）又は新株予約権の要項上、当社普通株式の交付と引換えに

する取得の請求若しくは取得条項に基づく取得若しくは当該証券（権利）若しくは新株予約権の

行使が可能となった日（以下「転換・行使開始日」という。）の翌日以降、転換・行使開始日に

おいて取得の請求、取得条項による取得又は当該証券（権利）若しくは新株予約権の行使により

当社普通株式が交付されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を準用して算出し

てこれを適用する。 

④ 本号①乃至③の場合において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、か

つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認又は決定を条件

としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認又は決定があ

った日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認又は決定

があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法によ

り、当社普通株式を交付する。但し、株式の交付については本項第(20)号の規定を準用する。 

 

株式数 

 

＝ 

 
調 整 前 

転換価額 
－

調 整 後 

転換価額 
 ×

調整前転換価額により当該 

期間内に交付された株式数 

調 整 後 転 換 価 額 

この場合に1株未満の端数を生じる場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(11) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(12)号に定める特別配当を実施する場合には、次に

定める算式（以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株発行等による転換価額調整式と

併せて「転換価額調整式」と総称する。）をもって転換価額を調整する。 

調 整 後 

転換価額 
＝ 

調 整 前

転換価額 
× 

時価－1 株あたり特別配当 

時価 

「1株あたり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終の基準日におけ

る各社債の金額（金1億円）あたりの本新株予約権の目的となる株式の数で除した金額をいう。1株

あたり特別配当の計算については、円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を四捨五入する。 
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(12)① 「特別配当」とは、下記のいずれかの事業年度内に到来する各基準日に係る当社普通株式1株あ

たりの剰余金の配当（会社法第455条第2項及び第456条の規定により支払う金銭を含む。金銭以

外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額とする。）

の額に当該基準日時点における各社債の金額（金1億円）あたりの本新株予約権の目的となる株

式の数を乗じて得た金額の当該事業年度における累計額が、基準配当金（基準配当金は、各社債

の金額（金1億円）を平成27年4月13日又はその翌日に決定する転換価額で除して得られる数値（円

位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を四捨五入する。）に80を乗じた金額とする。）に当該事

業年度に係る下記に定める比率（当社が当社の事業年度を変更した場合には、下記に定める事業

年度及び比率は合理的に修正されるものとする。）を乗じた金額を超える場合における当該超過

額をいう。 

平成27年3月31日に終了する事業年度 1.00 

平成28年3月31日に終了する事業年度 1.15 

平成29年3月31日に終了する事業年度 1.32 

平成30年3月31日に終了する事業年度 1.52 

平成31年3月31日に終了する事業年度 1.75 

② 特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法第454条又

は第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用する。 

(13) 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が1円未満にとど

まる限りは、転換価額の調整は行わない。但し、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し転

換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの

差額を差引いた額を使用するものとする。 

(14)① 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を四捨五入する。 

② 転換価額調整式で使用する「時価」は、新株発行等による転換価額調整式の場合は調整後の転換

価額を適用する日（但し、本項第(10)号④の場合は基準日）又は特別配当による転換価額調整式

の場合は当該事業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証

券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含まない。）の平均値（終

値のない日数を除く。）とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、小数第2位を四捨五入する。 

③ 新株発行等による転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当該募集において株主に株式

の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日、また、そ

れ以外の場合は、調整後の転換価額を適用する日の30日前の日における当社の発行済普通株式数

から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除し、当該転換価額の調整前に本項第

(10)号又は第(15)号に基づき交付株式数とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない

当社普通株式の株式数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、

新株発行等による転換価額調整式で使用する交付株式数は、基準日における当社の有する当社普

通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとする。 

(15) 当社は、本項第(10)号及び第(11)号に掲げた事由によるほか、次の各号に該当する場合は、当社は、

転換価額の調整を適切に行うものとする。 

① 株式の併合、合併、会社分割、株式交換又はその他組織再編行為のために転換価額の調整を必要

とするとき。 

② 本号①のほか、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換

価額の調整を必要とするとき。 

③ 当社普通株式の株主に対する他の種類株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とする

とき。 
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④ 転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価が、他方の事由によって調整されているとみなされるとき。 

(16) 本項第(9)号乃至第(15)号に定めるところにより転換価額の調整を行うときは、当社は、調整後の

転換価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、

調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を通知又は公告する。但

し、適用開始日の前日までに前記の通知又は公告を行うことができないときは、適用開始日以降す

みやかにこれを行う。 

(17) 本新株予約権の行使請求受付事務は、第24項に定める行使請求受付場所（以下「行使請求受付場所」

という。）においてこれを取り扱う。 

(18)① 本新株予約権の行使請求は、本新株予約権者が本新株予約権付社債の振替を行うための口座の開

設を受けた振替機関又は口座管理機関に対し行使請求に要する手続を行い、行使請求期間中に当

該振替機関又は口座管理機関により行使請求受付場所に行使請求の通知が行われることにより

行われる。 

② 振替機関又は口座管理機関に対し行使請求に要する手続を行った者は、その後これを撤回するこ

とができない。 

(19) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に要する事項の通知が行使請求受付場所に到達した日

に発生する。本新株予約権の行使の効力が発生したときは、当該本新株予約権に係る本社債につい

ての弁済期が到来するものとする。 

(20) 当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後当該行使請求に係る本新株予約権者に対し、当該本

新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増

加の記録を行うことにより株式を交付する。 

(21) 当社が当社普通株式について、一定の数の株式をもって株主が株主総会又は種類株主総会において

一個の議決権を行使することができる一単元の株式とする旨の定めを廃止し又は変更する場合等、

本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置を講じる。 

(22) 当社が、組織再編行為を行う場合は、第12項第(4)号に基づき本社債の繰上償還を行う場合を除き、

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して、当該新

株予約権者の有する本新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、

本号①乃至⑨の内容のもの（以下「承継新株予約権」という。）を交付する。この場合、組織再編

行為の効力発生日において、本新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、

当該新株予約権者は、承継新株予約権の新株予約権者となるものとし、本要項の本新株予約権に関

する規定は承継新株予約権について準用する。 

① 交付する承継会社等の承継新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の数と同一の数とする。 

② 承継新株予約権の目的たる承継会社等の株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

③ 承継新株予約権の目的たる承継会社等の株式の数の算定方法 

行使請求に係る承継新株予約権が付された承継社債の金額の総額を下記④に定める転換価額で

除して得られる数とする。この場合に1株未満の端数を生ずる場合は、これを切り捨て、現金に

よる調整は行わない。 

④ 承継新株予約権付社債の転換価額 

組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権者が得られる

のと同等の経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権の新株予約権者が

これを行使したときに受領できるように、承継新株予約権付社債（承継新株予約権を承継会社等

に承継された本社債に付したものをいう。以下同じ。）の転換価額を定める。なお、組織再編行
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為の効力発生日以後における承継新株予約権付社債の転換価額は、本項第(9)号乃至第(15)号に

準じた調整を行う。 

⑤ 承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 

交付される各承継新株予約権の行使に際しては、当該各承継新株予約権に係る各社債を出資する

ものとし、各承継新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各社債の金額と同額

とする。 

⑥ 承継新株予約権を行使することができる期間 

組織再編行為の効力発生日（当社が本項第(4)号③に定める期間を指定したときは、当該組織再

編行為の効力発生日又は当該期間の末日の翌銀行営業日のうちいずれか遅い日）から、本項第(4)

号に定める本新株予約権の行使請求期間の満了日までとする。 

⑦ 承継新株予約権の行使の条件 

各承継新株予約権の一部について承継新株予約権を行使することはできないものとする。また、

承継新株予約権の行使は、本項第(5)号②と同様の制限を受ける。なお、承継会社等が承継新株

予約権付社債を買入れ当該承継新株予約権付社債に係る社債を消却した場合には、当該社債に係

る承継新株予約権を行使することはできない。 

⑧ 承継新株予約権の取得条項 

承継会社等は、承継新株予約権を本項第(6)号と同様に取得することができる。 

⑨ 承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項 

承継新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限

度額から増加する資本金の額を減じた額とする。 

14．本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする理由 

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分離譲渡はできず、

かつ本新株予約権の行使に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社債と本新株予約権が

相互に密接に関係することを考慮し、また、本新株予約権の価値と本社債の利率（年0.0％）、発行価額

等のその他の発行条件により当社が得られる経済的価値とを勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の

払込みを要しないものとした。 

15．担保提供制限 

(1) 当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、当社が国内で今後発行す

る他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合は、本新株予約権付社債のためにも担

保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、

会社法第2条第22号に定義される新株予約権付社債であって、会社法第236条第1項第3号の規定によ

り、新株予約権の内容として当該新株予約権付社債を新株予約権の行使に際してする出資の目的と

する旨定めたものをいう。 

(2) 前号に基づき設定した担保権が未償還の本社債を担保するに十分でないときは、当社は本新株予約

権付社債のために担保付社債信託法に基づき担保権を設定する。 

(3) 当社が吸収合併、株式交換又は吸収分割により、担保権の設定されている吸収合併消滅会社、株式

交換完全子会社又は吸収分割会社の転換社債型新株予約権付社債を承継する場合には、本項第(1)号

及び第(2)号は適用されない。 

16．担保付社債への切換 

(1) 当社は、いつでも本新株予約権付社債のために担保権を担保付社債信託法に基づき設定することが

できる。 
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(2) 当社が第15項又は前号により本新株予約権付社債のために担保権を設定する場合は、当社は、ただ

ちに登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第4項の規定に準じて

公告する。 

17．担保提供制限に係る特約の解除 

当社が、第15項又は第16項により本新株予約権付社債のために担保権を設定した場合は、以後、第15項

は適用されない。 

18．期限の利益喪失に関する特約 

当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を喪失する。但し、第15項又は第16項により当社が

本社債のために担保付社債信託法に基づき担保権を設定した場合には、本項第(2)号に該当しても期限の

利益を喪失しない。 

(1) 当社が、第12項の規定に違背したとき。 

(2) 当社が、第15項の規定に違背したとき。 

(3) 当社が、第13項第(9)号乃至第(16)号、第16項第(2)号又は第19項に定める規定に違背し、本社債権

者から是正を求める通知を受けた後30日以内にその履行又は補正をしないとき。 

(4) 当社が、本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をするこ

とができないとき。 

(5) 当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、又は当社以外の社債若しくは

その他の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、

その履行をすることができないとき。但し、当該債務の合計額（邦貨換算後）が5億円を超えない場

合は、この限りではない。 

(6) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立てをし、又は解散（合

併の場合を除く。）の決議を行ったとき。 

(7) 当社が、破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定、又は特別清算開始の

命令を受け、又は解散（合併の場合を除く。）したとき。 

(8) 当社が、その事業経営に不可欠な資産に対し強制執行、仮差押若しくは仮処分の執行若しくは競売

（公売を含む。）の申立てを受け、又は滞納処分としての差押を受ける等当社の信用を著しく害損す

る事実が生じたとき。 

19．社債権者に通知する場合の公告 

本新株予約権付社債に関して社債権者に対し公告する場合には、当社の定款所定の方法によりこれを行

う。但し、法令に別段の定めがあるものを除き、公告の掲載に代えて本社債権者に対し直接に通知する

方法によることができる。 

20．社債権者集会 

(1) 本新株予約権付社債の社債権者集会は、本新株予約権付社債の種類（会社法第681条第1号に定める

種類をいう。）の社債（以下「本種類の新株予約権付社債」という。）の社債権者により組織され、

当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の2週間前までに社債権者集会を招集する旨及び

会社法第719条各号に掲げる事項を通知する。 

(2) 本種類の新株予約権付社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。 

(3) 本種類の新株予約権付社債の総額（償還済みの額を除き、当社が有する当該社債の金額の合計額は

算入しない。）の10分の1以上にあたる本種類の新株予約権付社債を有する社債権者は、社債権者集

会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して、社債権者集会の招集を請求

することができる。 

21．申込期間 

平成27年4月30日 

22．新株予約権の割当日及び社債の払込期日（発行日） 



 

 

本報道発表文は、当社の第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発行に際して一般に公表するための記者発表文であ

り、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。また、本報道発表文は、米国を含むあらゆる地域における同社債の

募集を構成するものではありません。米国1933年証券法に基づいて同社債の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、

米国において同社債の募集又は販売を行うことはできません。米国において証券の募集又は販売が行われる場合には、米国1933

年証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いられます。なお、本件においては米国における同社債の募集又は販売は行わ

れません。 

28 
 

平成27年4月30日 

23．振替機関 

株式会社証券保管振替機構 

24．行使請求受付場所 

株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 

25．財務代理人 

本社債の財務代理人は株式会社みずほ銀行とする。 

財務代理人は、発行代理人及び支払代理人を兼ねるものとする。 

財務代理人は、本社債の社債権者に対していかなる義務も責任も負わず、また本社債の社債権者との間

にいかなる代理関係又は信託関係も有しない。 

26．償還金の支払 

本社債に係る償還金は、社債等振替法及び振替機関の業務規程その他の規則に従って支払われる。 

27．募集方法 

その他の者に対する割当の方法による。 

28．申込取扱場所 

株式会社ニフコ 財務・経理部 

29．上場申請の有無 

なし 

30．上記に定めるものの他、第12項第(4)号②の組織再編行為償還金額及び第13項第(7)号③の転換価額の決

定その他本新株予約権付社債の発行に必要な一切の事項の決定については、代表取締役社長兼最高執行

責任者山本利行に一任する。 

31．上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

以上 

 

 

 

 

 


